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本日のテーマ

１．医師偏在に対する大学病院の取り組みについて

２．大学病院の現状と課題
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１．医師偏在に対する大学病院の取り組みについて

地域の医療及び医師養成の在り方に関する委員会

委員長 大屋 祐輔
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都道府県ごとの人口10万対医師数 （上段） と、医師偏在指標 （下段）

人口10万人あたり医師数と
医師偏在指標＊とは
必ずしも一致しない

＊ 地域の必要な標準的な医療需要と医師
の年齢性別での標準化した労働時間より
医師不足の指標を算出

一般社団法人 全国医学部長病院長会議
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診療科別医師数の推移 （平成20年を1.0とした場合）

2014年

一般社団法人 全国医学部長病院長会議
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第8次医療計画等検討会での検討 （厚生労働省）

一般社団法人 全国医学部長病院長会議
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地域枠定員数の推移
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「新医師確保総合対策」により医師不

足が深刻な県に入学定員の増員

「緊急医師確保対策」により全都道

府県に入学定員の増員

「地域医療再生計画」により医師不足診療

科従事者に奨学金返還免除等の通知

卒後臨床制度実施 奨学金を給付する「地域枠」制度開始

「研究医枠」実施H２２・２３年度で２３人
「財政構造改革の推進について」（閣議決定）において

「医療提供体制について、大学医学部の整理・合理化も

視野に入れつつ、引き続き医学部定員の削減に取り組

む」との見解

文部科学省提供の会議資料を基にAJMC事務局作成

地域枠定員数の推移

① 地域枠は1997年度から設けられており、当初は自大学に残る卒業生が少ないことから各大学が独自に入学定員の中で
設けてきたもの。

② 数が増加してきたのは、卒後臨床研修義務化が始まりマッチングによる初期臨床研修制度の実施（2006年度）から。

③ 医学部定員は、1973年度無医大県構想により増加、1986年から10%程度削減を目指したが、2006年頃から医師不足
が問題となり、2010年「地域枠」の制度が開始された。2010年の｢新成長戦略｣(H22.6.18閣議決定）において「医師養
成数の増加･･」の見解が示された。

一般社団法人 全国医学部長病院長会議
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地域枠及び地元出身者枠の概要



令和５年度
地域枠入学制度と地域医療支援センターの

実情に関する調査報告 概要
（令和６年３月）

■ 報告書の取り扱いについて ■
 

本報告書は、文部科学省の大学改革推進委託費による委託業務として、全国医学部長病
院長会議が実施した「大学における医療人養成の在り方に関する調査研究委託事業（地域
医療に従事する医師の確保・養成のための調査・研究）」の成果を取りまとめたものです。
従って、本報告書の複製、転載引用等には文部科学省の承認手続きが必要です。

■ 報告書掲載ページ ■
 

https://ajmc.jp/activities/result/area-committee/

一般社団法人 全国医学部長病院長会議
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１．本調査における分類について

A：奨学金を支給する制度

 A1：別枠で入学選抜を実施し、卒後一定の年数の義務履行を課すもの

 A2：入学後選抜し、卒後一定の年数の義務履行を課すもの

B：奨学金を支給しない制度

 B1：別枠で入学選抜し、卒後、一定の年数の義務履行を課すもの

 B2：別枠で入学選抜するが、卒後義務履行年数が明示されていないもの

制度区分

本調査では、①奨学金の有無、②選抜時期、③義務履行年数設定の有無により制度区
分を設けた。

【注意すべきポイント】
別枠入学選抜で奨学金がある制度（A1）と奨学金を支給しない制度（B1）とでは、義務
履行の内容が異なる。
地域によるが、A1は離島・へき地勤務義務がある場合があり、診療科が指定されるこ
ともあるが、B1はその都道府県に残ればよいだけのことが多い。
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２．ストレート卒業者の推移

ストレート卒業者の推移 （制度区分別）ストレート卒業者の推移 （都市別）

ストレート卒業者の推移 （大学設立別）ストレート卒業者の推移 （全地域枠）

• 地域枠制度創設当初は、全地域枠のストレート卒業率が全国を上回っていたが、徐々に両者は近似してきた。
ただ、R元年から再び全地域枠が全国をわずかに上回っている。

• 大学設立別、都市別はともに85%程度で近似していたが、R４年度に国立と小都市が上昇、公立が低下した。
• 制度区分別では、B2、A1 、B1 、A2の順となっていた。

「令和5年度 地域枠入学制度と地域医療支援センターの実情に関する調査報告（令和6年3月）一般社団法人全国医学部長病院長会議」より作成
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• R元年度までは全地域枠の国試現役合格率が全国を上回っていたものの、R2～3年度には両者は近似してきた
が、R4年度にまた全地域枠が全国を上回った。

• 大学設立別、都市別ではそれぞれが近似していた。
• 制度区分別では、A1・B1・B2は上昇し、定員数の少ないA2は低下した。

３．国家試験現役合格者の推移

国試現役合格者の推移 （都市別）

国試現役合格者の推移 （大学設立別）国試現役合格者の推移 （全地域枠）

国試現役合格者の推移 （制度区分別）

「令和5年度 地域枠入学制度と地域医療支援センターの実情に関する調査報告（令和6年3月）一般社団法人全国医学部長病院長会議」より作成
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• 医師不足でない地域での勤務が68.6%を占め、医師不足地域での勤務が31.4%と少なかったが、R4年度調査

と比較すると医師不足地域での勤務がやや増加していた（30.7%→31.4% ）。

• 医師不足地域での勤務割合は、大学設立別で多い方から私立（37.0%）・国立（31.6%）・公立（25.9%）の順で

あった。

• 医師不足地域での勤務割合は、制度区分別ではA2（35.8%）、A1（34.5%）、B1（22.9%）であった。

４．義務履行先の地理区分

医師国家試験合格以降の状況 （義務履行先の地理区分）

「令和5年度 地域枠入学制度と地域医療支援センターの実情に関する調査報告（令和6年3月）一般社団法人全国医学部長病院長会議」より作成

回答数 4,566 （％） 2,870 （％） 923 （％） 773 （％）

１．過疎地等医師不足地域 （人） 1,433 31.4 908 31.6 239 25.9 286 37.0

２．医師不足でない地域 3,133 68.6 1,962 68.4 684 74.1 487 63.0

回答数 1,548 （％） 3,018 （％） 2,684 （％） 598 （％） 1,284 （％）

１．過疎地等医師不足地域 （人） 653 42.2 780 25.8 925 34.5 214 35.8 294 22.9

２．医師不足でない地域 895 57.8 2,238 74.2 1,759 65.5 384 64.2 990 77.1

B1

全地域枠 国立 公立 私立

中大都市 A1小都市 A2
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５．離脱率の推移

離脱率の推移 （制度区分別）

離脱率の推移 （大学設立別） 離脱率の推移 （都市別）

• 大学設立別では、私立が182人（5.4%）で高く、

公立大学は38名（1.2%）で低かった。

• 都市別では、中大都市は3.4%で、小都市の3.3%

よりやや高かった。

• 離脱率は、A2区分で9.1%と高く、次いでA1区分

（3.4%）、B1区分（1.1%）の順であった。

※ 離脱率＝離脱者／入学者

「令和5年度 地域枠入学制度と地域医療支援センターの実情に関する調査報告（令和6年3月）一般社団法人全国医学部長病院長会議」より作成
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• 離脱時期としては、6年以上在籍から卒後3年目までが多かった。

• 離脱理由としては、「その他の個人的な理由」（52.1%）が最も多く、次いで「不明」（22.6%）、「県外への居住地

変更」（17.6%）の順で、「専門研修」（4.4%）は少なかった。

６．入学後の年数別離脱者数
（人）

「令和5年度 地域枠入学制度と地域医療支援センターの実情に関する調査報告（令和6年3月）一般社団法人全国医学部長病院長会議」より作成

離脱理由 全地域枠 国立 公立 私立 中大都市 小都市 A1 A2 B1

1 専門研修 （人） 23 11 6 6 5 18 17 6 0

2 大学院入学 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 健康上の理由 17 11 2 4 4 13 14 3 0

4 県外への居住地変更 91 72 0 19 13 78 40 22 29

5 その他個人的理由 270 135 24 111 123 147 176 74 20

6 不明 117 69 6 42 56 61 67 49 1

7 所在不明・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 518 298 38 182 201 317 314 154 50
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７．離脱理由 （厚生労働省調べ）

47都道府県に対して調査
対象は440名の離脱者

令和元年度厚生労働省 調査
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８．離脱防止への努力

● 都道府県

• 地域医療介護総合確保基金等による医学部や大学病院への補助事業
（寄付講座や地域医療支援センターの設置を含む）

• 地域枠のキャリアパスを担当する自治体職員の配置

• 地域医療支援センターの設置（再掲）

• キャリアコーディネーターの設置

• キャリア形成支援プログラムの策定と実施支援

• キャリア形成卒前支援プランの策定と実施支援

など

● 大学

• 地域医療や地域枠を担当する専任教員の確保

• 総合診療や総合的診療能力を学ぶ機会の増加

• 寄付講座の設置

• 地域医療教育や地域での臨床実習の充実

• 成績が優れない学生へのサポート

• 離脱しそうな地域枠学生や卒業生へのアプローチ

など
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さまざまな対策の結果
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医師の流出入に関する状況
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医師偏在是正に向けた総合的な対策（厚生労働省）
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新たな地域医療構想で考えられている医療機関機能
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大学病院による医師の派遣機能
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臨床研修医はどこで働いているのか？

大学病院だけがミッションとして派遣を行うのか？
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専門研修プログラムを提供する基幹病院の病院類型

大学病院だけがミッションとして派遣を行うのか？
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派遣を行うには大学に人がいることが重要

• 臨床研修制度により研修医が市中病院で働くことが増え、大学病院の人員が不足した

 → 第一次 大学人員低下による派遣機能崩壊危機が生じた

• 専門医制度で地域での内科専攻医と外科専攻医プログラムを市中病院に積極的に設置

 → 第二次 大学人員低下による派遣機能崩壊危機が生じている

• 医師偏在対策で医師不足地域に若手医師を積極的に配置（マッチング制度導入を含む）

 → 第三次 大学人員低下による派遣機能崩壊危機 を危惧する
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今時の若い医師の考えと行動（その1：働く場所）



一般社団法人 全国医学部長病院長会議

27

今時の若い医師の考えと行動（その2：診療科の選択）
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医師少数区域で働く理由は？
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まとめ

● 新しい地域医療構想では、大学病院の医療機能報告が行われ、
その中で、派遣機能や医育機能が評価されるようになる可能
性が高い

● 大学病院の派遣機能を充実させるためには、大学病院に人が
集まっている必要があるが、現在はむしろ遠心力が働いてい
る（研修医マッチング、専門医制度、大学病院は多忙であり、給
与が安いなど）。

● 若い医師の考えや行動は、突飛なものではなく、今の時代の若
者のそれを反映している
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２．大学病院の現状と課題

全国医学部長病院長会議 会長

相良 博典
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【大学病院の特色】 ①

【教育関連】

１．教育、研究、医療による貢献

２．学部教育、卒後教育

３．卒後臨床教育等の受入れ実績
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1．教育、研究、医療による貢献

教育による貢献

◇ 診療参加型臨床実習（学部生の受入）
◇ 臨床研修（臨床研修医の受入）
◇ 専門研修（専攻医の受入）

適切な診断・治療を提供できる医師の育成

研究による貢献

◇ 臨床研究中核病院※の認定
・１５認定病院のうち１３大学が認定

◇ 臨床研究部門を設置（71大学）

・ 難治性疾患の原因解明
・ 新しい診断法・治療法の研究開発

※臨床研究中核病院：日本発の革新的医薬品、医療機器等及び医療技術の開発等に必
要となる質の高い臨床研究や治験を推進するため、国際水準の

                             臨床研究や医師主導治験の中心的な役割を担う病院

◇ 高度先端医療の提供
・ 陽子線治療(４大学）※1

・ 重粒子線治療(２大学）※2

・ 抗悪性腫瘍剤治療における
薬剤耐性遺伝子検査（１４大学）ほか

中核的な医療機関として地域の医療提供体制を維持

◇ 地域の医療機関への医師派遣◇ がんゲノム医療中核拠点病院※3

  ・ １３認定病院のうち９大学が認定

医療による貢献

※3 がんゲノム医療中核拠点病院：がんゲノム医療を牽引する高度な機能を有する医療機関

※1 陽子線治療：北大、筑波大、京都府立医科大、岡山大 ※2 重粒子線治療：山形大、群馬大

※AJMC：わが国の大学医学部・医科大学白書より
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2．学部教育、卒後教育

〇 診療参加型臨床実習
 学生が診療を見学することにとどまることなく、医療チームの一員として診療に参加して経験を

積みながら学習することができる

準備教育
基礎医学
社会医学
臨床医学

診療参加型臨床実習
臨床研修
２年間

専門研修
3～５年間

学部学生 専攻医

医
師
国
家
試
験

【学部教育】

【卒後教育】

〇 医師臨床研修制度（必修化２年間）
医師が、適切な指導体制の下で、医師としての人格を涵養し、プライマリ・ケアを中心に幅広く

医師として必要な診療能力を効果的に身に付けることができる

◇ ２０１６年度：共用試験（CBT,OSCE）の実施
・ 「Student Doctorとして認定」

◇ ２０２３年度：公的化に伴い、「臨床実習生（医学） Clinical Clerkship Traineeとして認定」

臨床実習開始前の学生の能力と適正について全国的に一定水準を確保

臨床研修医

共用試験（CBT，OSCE)

〇 医師専門研修制度
専門医の養成は、第三者機関に認定された養成プログラムに基づき、大学病院等の基幹病院と

地域の協力病院等（診療所を含む）が病院群を構成して実施
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3．卒後臨床教育等の受入れ ①

○ 大学病院では、専門性の高い医療人材の養成のため、医学部卒業前における診療参加型臨床実習に
加え、医学部卒業後の臨床研修医や専門研修プログラムの専攻医、さらにはコメディカルの研修生を
臨床研修病院として多数受け入れている。

※AJMC：わが国の大学医学部・医科大学白書

※有資格者の受入れ実績

人

4,951

7,348

人

16,213

21,228

24,109
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３．卒後臨床教育等の受入れ ②

〇 総合的な診療能力を有する医師の育成（総合診療医の育成）
・ 新専門医制度の総合診療領域研修プログラムを設置している大学病院および専門医数等

※AJMC：わが国の大学医学部・医科大学白書

人

300

52

192
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【大学病院の特色】 ②

【研究関連】

１．研究支援組織等の整備状況

２．研究時間の現状

３．臨床研究の取組例等
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１．研究支援組織等の整備状況

○ 医薬品、医療機器等及び医療技術の開発等に必要となる質の高い臨床研究や治験を推進するため中
心的な役割を担う「臨床研究中核病院」１５病院のうち大学病院は１３病院が指定されている。また、
約９割の大学が研究成果を社会還元するための独立した臨床研究部門などの研究支援組織を整備し
ており、研究を通じた社会貢献を行っている。

大学

件

※臨床研究中核病院：
北海道大、東北大、東京大、慶應義塾大、順天堂大、千葉大、名古屋大、
京都大、大阪大、神戸大、岡山大、九州大、長崎大 計１３大学

（附属病院内の独立した組織）

件

1,780

4,730

※AJMC：わが国の大学医学部・医科大学白書

2020年度
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２．研究時間の現状

※全国医学部長病院長会議「医師の働き方改革に関するアンケート調査（2024年5月）」

〇 労働時間のうちの研究時間はどの職位も減少している。研究力を向上させるためには、人員および
設備等への財政支援が必要、助教の週当たりの研究時間 ５時間以内が55.2％ （前回調査 64.7％）

回答数：1,623人
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３．臨床研究の取組例等

○ 臨床研究を推進するための基盤整備

○ 「研究」質の高い臨床研究を促進するための実施体制の整備

○ イノベーション創出のための研究開発基盤

・ 医療ビックデータによるトータル・ヘルスケアイノベーション創出の基盤構築プロジェクト（東京医科歯科大学病院）

医歯学研究を実施するために、本院および関連病院において患者から得た診療情報を研究目的とし保存管理し、
広く研究者に提供することで、国民の皆様の健康・長寿社会に貢献していくことを目指す全学的なプロジェクト

・ 国際認証AAHRPPの認証取得の取り組み（大阪大学医学部附属病院）

２０２２年１２月に国内の病院として初めて認証を取得したことで、被験者保護が世界的に認められる水準であることが
証明されただけではなく、組織の被験者保護に関する意識を高め、IRBの役割を明確にすることが出来た

・ 医療系オープンイノベーション・プログラム（岡山大学病院）

岡山大学病院を中心とした医療系の産学共創活動からイノベーションを連続的に生み出すエコシステムを整備し、大学の
価値を社会への還元する取組

〇国立大学病院長会議：将来像実現化年次報告2022/行動計画2023/大学の取組事例集より抜粋

新型コロナウイルス抗原検査キット（長崎大学病院）、新型コロナウイルス中和抗体測定キット（慶應義塾大学病院）

〇 新型コロナウイルス関連

〇 リハビリテーション関連

医療用HAL（筑波大学病院）、ウェールオーク（藤田医科大学病院）

国内の病院では初の臨床研究実施体制について国際
認証を取得

産学共創活動からイノベーションを生み出すシステム

診療情報を広く研究者に提供し臨床研究を推進する

【臨床研究の取組例】

【知的財産のなかで社会実装の代表例】

※AJMC：わが国の大学医学部・医科大学白書
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【大学病院の特色】 ③

【高度医療の実践】

１．臓器移植施設および移植件数
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２．臓器移植施設および移植件数

〇 大学病院本院は、移植施設として臓器別にみると腎臓以外は大学病院に集中しており、非常に多くの臓
器移植を実施している。

※（公社）日本臓器移植ネットワーク調査・研究部まとめをAJMCでグラフ作成
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【大学病院の経営状況】

１．患者数等の推移（2019年度から2024年度見込）

２．２０２３年、２０２４年度経営実績

3．消費税に関する補填状況について

4．地域医療介護総合確保基金の交付状況について

5．医師の年間支給額の比較
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１．患者数等の推移 ①

※全国医学部長病院長会議「病院経営状況調査（2024年5月）」回答数：本院78/82病院

○ 外来患者数はコロナ禍に比べて増加傾向ではあったが、2024年度見込では減少を見込んでいる大
学病院が多かった。入院患者延数についてもコロナ禍以降低い状況が続いている。

対前年度
単価：５５３円増

外来収入
▲21,893千円

対前年度
単価：1,250円増

入院収入
▲5,293千円
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１．患者数等の推移 ②

※全国医学部長病院長会議「病院経営状況調査（2024年5月）」回答数：本院78/82病院

○ 手術件数は、コロナ以前の実施件数に戻っているなか、2024年度見込は働き方改革の影響を踏ま
え、減少すると見込んでいる大学病院は多い。
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２．２０２３年、２０２４年度経営実績 ①

○ ２０２３年度実績および診療報酬改定後の２０２４年6～８月実績を１大学平均・月額換算で比較したと
ころ、医業収入に比べて医業費用の増加が大きく、医業利益が１大学平均・月額換算で▲４８百万円と
さらに悪化している。

※全国医学部長病院長会議「病院経営状況調査（2024年5月）」回答数：本院78/82病院

※国公私立大学18病院のデータを1大学平均・月額換算（R5年度12ヶ月、R6年度6,7,8月）したデータ

百万円

百万円
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２．２０２３年、２０２４年度経営実績 ②

〇 高度な医療を担うことから、大学病院の全医薬品購入費に占める高額医薬品の割合が高くなり医業
費用の増加に繋がっている。

〇 上位１０品目だけでも、全医薬品購入費の29％を占めている。
〇 通常の薬剤と異なる高度な管理が必要なためコストが発生。

主な上位10品目として

・キイトルーダ 抗がん剤
・ユルトミリス 全身型重症筋無力症など
・オプジーボ 抗がん剤
・ストレンジック 低ホスファターゼ症
・イミフィンジ 抗がん剤
・テセントリク 抗がん剤
・ステラーラ 尋常性乾癬、関節症性乾癬など
・アバスチン 抗がん剤
・レミケード クローン病、潰瘍性大腸炎など
・リムパーザ 抗がん剤

※全国医学部長病院長会議「大学病院の医療に関する委員会」データより

百万円
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3．消費税に関する補填状況について

〇 大学病院では多くの最先端医療機器や高額医薬品、診療材料等を使用しているが、診療報酬による
補填は十分とは言えない状況である。各大学病院への調査によると補填が十分ではないとの結果に
なっており、引き続きの検証が必要である。

２０２２年度消費税補填不足分について（１大学当たり） 百万円

全国 国立大学 公立大学 私立大学

控除対象外消費税 1,753 1,564 2,001 1,973

診療報酬におる補填額 1,159 1,057 1,047 1,335

消費税補填不足額（超過額） ▲597 ▲507 ▲953 ▲641

補填率 66.1% 67.6% 52.3% 67.7%

損税が発生

百万円

※全国医学部長病院長会議「令和５年度大学病院経営実態調査」
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4.地域医療介護総合確保基金の交付状況について

18病院対象に調査
東北地区、関東地区、東海・北陸地区、近畿地区、中国・四国地区、九州地区

①教育研修体制を有する医療機関への勤務環境改善支援 ②長時間労働医療機関への医師派遣支援

〇 事業区分Ⅵの地域医療勤務環境改善体制整備特別事業の自治体との折衝及び交付（見込）状況では、
都道府県で検討中のものや予算化されていないとの回答があるが、本基金による継続的な充分な支
援が必要である。
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５．医師の年間支給額の比較

※2024.9.28配信 医療ニュースm3

区分
労災病院 国立病院 JCHO病院

平均年齢 年間給与総額 平均年齢 年間給与総額 平均年齢 年間給与総額

院長 62.8歳 1,952万円 ６５．８歳 2,02９万円

医長以上 55.9歳 1,613万円 55.4歳 1,635万円

診療部長 52.3歳 1,44９万円

診療科長（医長） 43.2歳 1,261万円 53.1歳 1,524万円 50.0歳 1,420万円

役職なし ３７.9歳 1,047万円 43.1歳 1,212万円 41.9歳 1,158万円

大学病院

職位 年間給与総額

教授 900万円～1,100万円未満

准教授 700万円～900万円未満

講師 ７００万円～９００万円未満

助教 500万円～7００万円未満

医員 300万円～５００万円未満
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全国医学部長病院長会議の概要

〇 名 称：一般社団法人全国医学部長病院長会議（AJMC)

 Association of Japan Medical Colleges

〇 設置目的：

医育機関共通の教育、研究、診療の諸問題及びこれに関聨する重要事項について協議し、相互の理解を深めるとともに

意見の統一をはかり、わが国における医学並びに医療の改善向上に資することを目的とする。

〇 組 織：

• 全国８２大学医学部長、附属病院長で構成する団体

• 国立４３大学、公立８大学、私立３１大学

➢会 長：相良 博典 昭和大学病院長

➢副会長：熊ノ郷 淳 大阪大学医学部長

➢理 事：３０名

〇 事 業：

(1) 医育機関の教育、研究の振興及び診療の充実に必要な調査研究と情報の交換

(2) 医育機関の教育、研究及び診療における相互の協力について必要な事業

(3) わが国における医育機関の代表団体として、内外の医学教育に関連する団体との交渉及び情報の交換

(4) その他この法人の目的を達成するために必要な事業
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